第１　令和元年度地方交付税の算定結果
１　地方交付税の総額
(1) 　当初予算
1  通常収支分（（別表）令和元年度地方交付税総額算定基礎（通常収支分）参照）
地方交付税の総額は、地方交付税法において、所得税の３３．１％、法人税の３３．１％、酒税の５０％、消費税の２０．８％、地方法人税の全額の合算額とされている。
　　　　令和元年度は、地方財政計画における歳入歳出総額において、財源不足額が４兆４，１０１億円あり、
　　　・財源対策債の発行 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　７，９００億円
　　　・一般会計における加算措置（既往法定分等）  　　　　　　　　　　　２，６３３億円
　　　・地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用　　　　　　　１，０００億円
・臨時財政対策債の発行（既往債の元利償還金分）　　　　　　　　３兆２，５６８億円
により対応した結果、令和元年度の地方交付税の総額は、１６兆１，８０９億円で、前年度に　　　比べ１，７２４億円の増（１．１％）となった。
　　　　なお、臨時財政対策債３兆２，５６８億円を加算すると、合計は１９兆４，３７７億円で、前年度に比べ５，５７３億円の減（▲２．８％）となっている。
　　　○地方交付税の総額（当初予算ベース） 　　        　         （単位：億円、％）
	区　　　　　分
	令和元年度
	平成３０年度
	増減額
	増減率

	地方交付税総額
	161,809
	160,085
	1,724
	1.1

	
	うち普通交付税
	152,100
	150,480
	1,620
	1.1

	
	うち特別交付税
	9,709
	9,605
	104
	1.1


　　　(注)　各欄において、表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない場合がある。
②　東日本大震災分
　　　　東日本大震災からの復旧・復興に当たっては、被災団体が全力で取り組めるようにするとともに、被災団体以外の地方公共団体の負担に影響を及ぼすことがないよう、地方の復旧・復興事業費及びその財源については、通常収支とは別枠で整理した上で、震災復興特別交付税が確保されている。
　　　　令和元年度においては、地方財政計画の策定等を通じて必要となる額について、４，０４９億円が確保された。
◯震災復興特別交付税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，０４９億円　
◯震災復興特別交付税により措置する財政需要
　　　　ア　直轄・補助事業の地方負担分　　　　　　　　　　　　　　　　　３，１９７億円
　　イ　地方単独事業分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９７億円
　　　　　・単独災害復旧事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６２億円
　　　　　・中長期職員派遣、職員採用等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３５億円
　　　　ウ　地方税等の減収分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５６億円
　　　　　・地方税法等に基づく特例措置分　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１２億円
　　　　　・条例減免分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４億円
　
　　　　※令和元年度の所要額は、４，０４９億円であるが、予算額は年度調整分７９９億円を除
いた３，２５０億円（平成３０年度予算額：３，２５７億円）となる。
※震災復興特別交付税の平成２３～３１年度分の予算額の累計額（不用額を除く）は５兆　　１６３億円。
２　普通交付税の算定方法等の概要
(1) 　算定の主な特徴
令和元年度普通交付税の算定における主な特徴は、次のとおりである。
①　当分の間の措置として、「地域の元気創造事業費」及び「人口減少等特別対策事業費」において、まち・ひと・しごと創生に要する経費の財源を措置すること。
2 　子ども・子育て支援施策、児童虐待防止、障害者の自立支援、介護保険料の低所得者軽減強化、少子・高齢社会に対応した地域福祉施策等に要する経費の財源を充実すること。
3 　特別支援教育の充実、冷房設備の光熱水費その他の公立小中学校の運営等に要する経費の財源を充実すること。
④　森林環境譲与税を活用して実施する森林整備等に要する経費の財源を措置すること。
⑤　公共施設等の適正管理を推進するため、維持補修に要する経費の財源を充実すること。
⑥　東日本大震災の被災団体に対し、算定に用いる国勢調査の人口等について特例的な措置を講じること。
⑦　その他制度の改正に伴って必要となる経費及び地方公共団体の行政水準の確保のために必要となる経費の財源を措置すること。
⑧　臨時財政対策債への振替額に相当する額を控除した額を基準財政需要額とすること。
　
(2) 　算定方法の改正概要
普通交付税の算定方法について、主な改正点は次のとおりである。
1  基準財政需要額の算定方法の改正
　　　ア　測定単位（第３ 測定単位の数値に関する調（北海道分）参照）
　　　　　　なし。
　　　イ　単位費用（第４ 単位費用の推移に関する調（平成２９年度～令和元年度）参照）
　    　　　単位費用の主な改正内容は、次のとおりである。
　　　　（ア）「消防費」　
・平成３０年度に引き続き、重点課題対応分として「自治体情報システム構造改革推進事業」のための経費を措置したこと。
　　　　（イ）「小学校費」
・冷房設備の設置が推進されることを踏まえ、冷房設備の光熱水費を措置したこと。
（ウ）「中学校費」
・冷房設備の設置が推進されることを踏まえ、冷房設備の光熱水費を措置したこと。
（エ）「高等学校費」
・通信制課程に係る経費について、算定することとしたこと。
　　　　（オ）「生活保護費」
・扶助基準の改定等に伴い、扶助単価、件数等について改定を行ったこと。
（カ）「社会福祉費」
・「人づくり革命」に基づく保育士の処遇改善等のための経費を措置したこと。
・「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」に基づき、児童虐待防止対策を強化するため子ども家庭総合支援拠点及び要保護調整機関の職員の配置等をしたこと。
・児童扶養手当の支給回数見直し初年度における給付費の増加額を措置したこと。
（キ）「保健衛生費」
・風しんの予防接種に関する追加的対策に要する経費について措置したこと。
（ク）「高齢者保健福祉費」
・「人づくり革命」に基づく介護人材の処遇改善のための経費を措置したこと。
・介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化の完全実施に伴う地方負担の増加額を　措置したこと。
・後期高齢者医療制度に係る保険料軽減特例措置の一部廃止を反映したこと。
　　　　（ケ）「農業行政費」
・農業用ため池その他の土地改良施設に係る経費を拡充したこと。
（コ）「林野水産行政費」
・新たに「森林環境譲与税を財源として実施する森林整備等」のための経費を措置したこと。
・平成３０年度に引き続き、重点課題対応分として「森林吸収源対策等の推進」のための経費を措置したこと。
（サ）「商工行政費」
　　　・小規模事業者支援を推進するため、事業継続力強化支援計画及び経営発達支援計画策定に係る経費を措置したこと。
（シ）「徴税費」
・地方税共同機構の運営に要する経費を措置したこと。
（ス）「戸籍住民基本台帳費」
・平成３０年度に引き続き、重点課題対応分として「自治体情報システム構造改革推進事業」のための経費を措置したこと。
（セ）「地域振興費（人口）」
　　　・平成３０年度に引き続き、重点課題対応分として「高齢者の生活支援等の地域のくらしを支える仕組みづくりの推進」のための経費を措置したこと。
（ソ）「包括算定経費（人口）」
・平成３０年度に引き続き、重点課題対応分として「自治体情報システム構造改革推進事業」のための経費を措置したこと。
・災害発生時に被災団体へ派遣される応援職員の装備・災害対応能力向上のための資格取得等に要する経費を措置したこと。
　　　ウ　補正係数　第５ 補正による増加需要額に関する調（北海道分）参照
　　　　　　　　　  第６ 各種補正による増加需要額の算出方法　参照
②　基準財政収入額の算定方法の改正
　ア　令和元年１０月の消費税率の引上げにあわせ、自動車取得税交付金が廃止され、自動車税環境性能割交付金が創設されたことから、収入見込額の７５％を基準財政収入額に算入したこと。
　　　なお、交付金額は、当該都道府県の自動車税の環境性能割のうち環境性能割交付金として交付される額を、当該市町村が管理する市町村道の延長及び面積により按分した額。
　イ　令和元年１０月の消費税率の引上げにあわせ、自動車取得税交付金が廃止され、市町村民税として軽自動車税の環境性能割が創設されたことから、収入見込額の７５％を基準財政収入額に算入したこと。
　　　なお、各団体の基準税額は、当該市町村の属する都道府県の平成３０年度の自動車取得税を基礎に算出した軽自動車税の環境性能割の総額を、当該都道府県の区域内の市町村の軽自動車税の課税台数により按分した額に、令和元年度地方財政計画の収入見込額等を基礎に定めた率を乗じて算定。　
　ウ　令和元年度税制改正により森林環境譲与税が創設されたことから、譲与見込額の１００％を基準財政収入額に算入したこと。
なお、令和元年度に限り、当該年度の森林環境譲与税の譲与見込額として総務大臣が定める額を算定の基礎とする特例（森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成３１年法律第３号）附則第７条第２項）を設け、各団体の基準税額は、実際に森林環境譲与税を譲与する場合と同様、私有林人工林面積、林業就業者数及び人口を用いて算定。
　エ　令和元年１０月の地方消費税率の引上げによる増収は、社会保障施策に要する経費に充てるものとされていること、また、地方消費税率の引上げによって財政力格差が拡大しないようにするため、地方消費税率の引上げに伴う地方消費税交付金の増収分について、その　　１００％を基準財政収入額に算入したこと。
　オ　令和元年１０月の消費税率の引上げによる需要の平準化対策として行うこととされた自動車税及び軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減による減収を補塡するため、令和元年度及び令和２年度において交付することとされた自動車税減収補塡特例交付金及び軽自動車税減収補塡特例交付金について、その７５％を基準財政収入額に算入したこと。
　カ　令和元年度税制改正における地方消費税の清算基準に用いる統計数値（経済センサス活動調査）の更新等に対応し、令和元年度に限り、当該年度の地方消費税交付金の交付見込額として総務大臣が定める額を算定の基礎としたこと。
　キ　県費負担教職員の給与負担事務の道府県から指定都市への移譲に伴う個人住民税所得割の税源移譲による影響額については、移譲された事務が円滑に執行できるよう、基準財政収入額に１００％算入したこと。
　　　令和元年度においては、税源移譲後の所得割の収入見込額の７５％相当額に税源移譲に伴う所得割の影響額の２５％相当額を加算するとともに、分離課税所得割交付金の交付見込額を指定都市を包括する道府県の基準財政収入額から控除し、当該交付金の収入見込額を指定都市の基準財政収入額に加算。
　　　ク　令和元年度においても、前年度に引き続き、東日本大震災に係る地方税法の改正等に伴う減収見込額について、その７５％を基準財政収入額に加算したこと。
　　　ケ　基準財政収入額の算定に用いる標準的な徴収率を、全国の平均的な徴収率から地方税の実効的な徴収対策を行う地方自治体の徴収率（上位３分の１の地方公共団体が達成している徴収率）に見直し、平成２８年度から５年間で段階的に算定に反映しているところであり、令和元年度にあっては、４年目にあたる見直しを実施したこと。
３　本道市町村の普通交付税の算定結果の概要　第７ 地方交付税の推移に関する調
（平成２７年度～令和元年度）１～３　参照
(1)　当初算定
本道市町村分の普通交付税交付決定額は７，４２５億８１百万円、増減率は２．６％で全国市町村分の増減率１．８％を上回った。このうち大都市（札幌市）は８．０％、中核市（函館市・旭川市）は１．５％、その他の都市は２．５％、町村は１．３％となっている。
団体別の交付決定額は、基準財政需要額の「社会福祉費」、「その他の教育費（人口）」等の増減や、基準財政収入額の「市町村民税所得割」、「固定資産税（家屋）」等の増減の相違などにより、団体間で増減率に差が生じており、前年度に比べ大きく増加した市町村は、千歳市　　　３５．２％、恵庭市９．３％、札幌市８．０％などで、大きく減少した市町村は、中頓別町　　　　　▲１０．４％、長沼町▲６．２％、妹背牛町▲５．０％などとなっている。
また、泊村は固定資産税（原子力発電所等）の収入により、平成２年度から引き続き不交付団体となっている。
※　上記の団体別交付決定額の増減率については、令和元年度当初決定額と平成３０年度当初決定額との比較である。
○普通交付税の交付額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区　　　分
	令和元年度
当初算定 A
	平成３０年度　
当初算定 B
	増減額
(A-B) C
	増減率
(C/B) D

	大都市(札幌市)
	107,778
	99,754
	8,023
	8.0

	中核市(函館市・旭川市)
	62,552
	61,608
	944
	1.5

	都市(３２市)
	225,025
	219,451
	5,573
	2.5

	町村(１４３町村)
	347,226
	342,814
	4,412
	1.3

	合　　　計
	742,581
	723,628
	18,952
	2.6

	全国総計
	15,210,051
	15,047,980
	162,071
	1.1

	
	うち都道府県分
	8,179,608
	8,143,525
	36,083
	0.4

	
	うち市町村分
	7,030,443
	6,904,455
	125,988
	1.8


(注)１　各欄において、表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない場合がある。
 　　 ２　各年度とも財源不足団体で作成している。(泊村は財源超過団体のため本表に含めない。)
　　　３　令和元年度においては、調整復活は行われなかった。
(2)　基準財政需要額　第８ 基準財政需要額に関する調（錯誤措置額を除く）（北海道分）参照
第10 基準財政需要額・基準財政収入額の推移に関する調
（平成２７年度～令和元年度）参照
基準財政需要額は、全体で前年度に比べ１．７％の増となっている。これは、団体間で増減率に差が生じているが、主に社会福祉費やその他の教育費（人口）などの増によるものである。
　                                     　　　  　　           　　　   （単位：百万円、％）
	区　　　分
	令和元年度
	平成３０年度
	増減率

	基準財政需要額
	1,422,871
	1,399,423
	1.7

	
	個別算定経費
	1,172,057
	1,165,085
	0.6

	
	個別算定経費(公債費)
	183,429
	183,143
	0.2

	
	包括算定経費
	165,093
	168,787
	▲2.2


　　(注)１　合併算定替に係る数値であり、財源不足団体及び財源超過団体の合算額である。
　　　  ２ 「基準財政需要額」欄は、臨時財政対策債振替後のもので、錯誤額を除く。
(3)　合併縮減額（第８ 基準財政需要額に関する調（錯誤措置額を除く）（北海道分）参照）
市町村合併後、当面は行政運営に係る経費の急激な節減が困難であることを考慮し、一定期間、合併市町村の普通交付税額が、合併しなかったと仮定した場合に算定される関係市町村の普通交付税額の合算額を下回らないよう合併算定替による特例措置が行われているが、その特例期間が終了した後、５年間の激変緩和措置を経ながら段階的に減額されることとされており、特例期間の終了した函館市、湧別町が平成２７年度から、釧路市、北見市、岩見沢市、士別市、名寄市、伊達市、石狩市、北斗市、森町、八雲町、せたな町、枝幸町、遠軽町、大空町、洞爺湖町、安平町、むかわ町、日高町、新ひだか町、幕別町が平成２８年度から縮減期間に移行している。

(4)　基準財政収入額　第９ 基準財政収入額に関する調（錯誤措置額を除く）（北海道分）参照
第10 基準財政需要額・基準財政収入額の推移に関する調
（平成２７年度～令和元年度）参照
基準財政収入額は、全体で前年度に比べ０．６％の増となっている。これは、団体間で増減率に差が生じているが、主に市町村民税所得割などの増によるものである。
　　                                 　  　　　　　　　  　　  （単位：百万円、％）
	区　　　　　分
	令和元年度
	平成３０年度
	増減率

	基準財政収入額
	680,184
	675,823
	0.6

	
	市町村民税
	276,798
	273,747
	1.1

	
	固定資産税
	217,081
	212,477
	2.2

	
	市町村たばこ税
	33,121
	33,736
	▲1.8

	
	地方消費税交付金
	88,224
	90,844
	▲2.9

	
	自動車取得税交付金
	2,009
	4,723
	▲57.5

	
	自動車税環境性能割交付金
	805
	-
	皆増

	
	地方譲与税
	30,641
	29,726
	3.1


　　(注)１　合併算定替に係る数値であり、財源不足団体及び財源超過団体の合算額である。
　　 　 ２ 「基準財政収入額」欄は、錯誤額を除く。
４　本道市町村の特別交付税の算定結果の概要　第７ 地方交付税の推移に関する調
（平成２７年度～令和元年度）参照
    令和元年度の特別交付税総額は、全国ベースでは１兆６５８億円となっており、前年度に比べ３５３億円の増加（３．４％）となった。
本道市町村分の特別交付税決定額は、北海道胆振東部地震等の災害に要する経費や除排雪に要する経費などが減少した結果、７３７億６２百万円で、前年度に比べ１００億２０百万円の減少（▲１２．０％）となった。
　　このうち、大都市（札幌市）は３０億９１百万円（▲３１．０％）、中核市（函館市・旭川市）は２４億１９百万円（▲１２．９％）、その他の都市は２８１億７６百万円（▲５．１％）、町村は４００億７５百万円（▲１４．４％）となった。
 ○特別交付税の交付額           　　　　　　　　　　　 　　　　　　  （単位：百万円、％）
	区　　分
	令和元年度
	平成３０年度
	増減額
(A-B) Ｃ
	増減率
(C/B)

	
	１２月分
	３月分
	合計 Ａ
	１２月分
	３月分
	合計 Ｂ　
	
	

	大都市(札幌市)
	1,262
	1,828
	3,091
	1,316
	3,166
	4,482
	▲1,391
	▲31.0

	中核市(函館市・旭川市)
	1,318
	1,102
	2,419
	1,316
	1,461
	2,776
	▲357
	▲12.9

	都市(３２市)
	7,700
	20,476
	28,176
	7,713
	21,972
	29,685
	▲1,509
	▲5.1

	町村(１４４町村)
	13,659
	26,416
	40,075
	17,275
	29,563
	46,838
	▲6,762
	▲14.4

	合　　　計
	23,939
	49,823
	73,762
	27,620
	56,162
	83,781
	▲10,020
	▲12.0

	全国総計
	319,943
	745,900
	1,065,844
	325,610
	704,899
	1,030,509
	35,335
	3.4

	
	うち都道府県分
	91,332
	94,763
	186,095
	101,811
	61,630
	163,441
	22,654
	13.9

	
	うち市町村分
	228,611
	651,138
	879,749
	223,799
	643,269
	867,068
	12,681
	1.5


(注)　各欄において、表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない場合がある。
　【主な算定項目】
ア　災害関連経費（北海道胆振東部地震等）
　　イ　除排雪関連経費
ウ　地域医療の確保（公立病院、公的病院等）
エ　地域交通の確保（地方バス、離島航路等）
　　オ　公営企業の経営基盤強化（上下水道等）
５　地方特例交付金の算定結果の概要　第12 地方特例交付金の推移に関する調
　平成２９年度～令和元年度　参照　
(1)　地方特例交付金の概要
地方特例交付金は、平成２０年度から、個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡するために創設されたものであり、各団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として算定されている。なお、令和元年度からは、環境性能割の臨時的軽減による減収を補塡するため、自動車税減収補塡特例交付金及び軽自動車税減収補塡特例交付金が新たに創設された。
令和元年度の全国総額は１，９９１億円となっている。
 (2)　本道市町村の交付決定額
本道市町村の交付決定額は、４４億１０百万円で、このうち大都市は２０億４４百万円、中核市は４億２百万円、その他の都市は１３億２６百万円、町村は６億３７百万円となっている。
なお、交付額の７５％は基準財政収入額に算入される。
○地方特例交付金の交付額　　  　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区　　　分
	令和元年度
	平成３０年度
	増減額
	増減率

	大都市(札幌市)
	2,044
	1,673
	372
	22.2

	中核市(函館市・旭川市)
	402
	313
	89
	28.6

	都市(３２市)
	1,326
	1,013
	314
	31.0

	町村(１４４町村)
	637
	358
	280
	78.2

	合　　　計
	4,410
	3,356
	1,055
	31.4

	全国総計
	199,082
	154,400
	44,682
	28.9

	
	うち都道府県分
	73,380
	54,946
	18,434
	33.5

	
	うち市町村分
	125,702
	99,454
	26,248
	26.4


　 　(注)　各欄において、表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない場合がある。

６　臨時財政対策債振替額の算定結果の概要　第13 普通交付税及び臨時財政対策債振替額に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 関する調　参照
(1) 　臨時財政対策債の発行
臨時財政対策債は、地方財源の不足に対処するため、平成１３年度から平成２８年度までと同様、平成２９年度から令和元年度までの間、地方財政法第５条の特例として発行する地方債である。
　　　 なお、この臨時財政対策債の元利償還金相当額については、その全額を後年度普通交付税の基　
準財政需要額に算入することとされている。
(2) 　
臨時財政対策債振替額等
1 　算定方法
令和元年度における臨時財政対策債への振替額の算出方法は、各地方団体の財源不足額及び財政力を考慮して算出する財源不足額基礎方式を用いることとされており、次により算定される。　　　　　　　　
　　　　　振替額＝Ａ×Ｂ／（Ｂ＋Ｃ）×Ｄ×α
　　　　　＜算式の符号＞
　　　　　　Ａ：当該地方団体における基準財政需要額（臨時財政対策債発行可能額振替前）と基準
財政収入額の差額
Ｂ：臨時財政対策債の全国総額（道府県・市町村別）
Ｃ：普通交付税の交付基準額の全国総額（道府県・市町村別）
　　　　　　Ｄ：「基準財政収入額／基準財政需要額（臨時財政対策債発行可能額振替前）」（平成
２６～３０年度の平均）を用いた補正係数
　　　　　α：総額に合わせ付けるための率
2 　臨時財政対策債振替額
臨時財政対策債振替額の全国の総額は３兆２，５６８億３７百万円（うち市町村分１兆　　４，７１５億３２百万円）で、このうち本道市町村分は９４４億１６百万円となっている。
本道市町村分の内訳は、大都市４７３億３０百万円、中核市７９億９６百万円、その他の都市２２８億２８百万円、町村１６２億６２百万円となっている。
○臨時財政対策債振替額を含む普通交付税交付決定額　      　　      　   （単位：百万円、％）
	区　　　分
	臨時財政対策債振替額
	普通交付税交付決定額(臨財債含む)

	
	令和元年度
	平成３０年度
	増減率
	令和元年度
	平成３０年度
	増減率

	大都市(札幌市)
	47,330
	55,916
	▲15.4
	155,108
	156,044
	▲0.6

	中核市(函館市・旭川市)
	7,996
	9,819
	▲18.6
	70,549
	71,548
	▲1.4

	都市(３２市)
	22,828
	27,870
	▲18.1
	247,853
	247,731
	0.0

	町村(１４４町村)
	16,262
	21,288
	▲23.6
	363,488
	364,552
	▲0.3

	合　　　計
	94,416
	114,893
	▲17.8
	836,997
	839,876
	▲0.3

	全国総計
	3,256,837
	3,986,518
	▲18.3
	18,466,888
	19,074,091
	▲3.2

	
	うち都道府県分
	1,785,305
	2,185,295
	▲18.3
	9,964,913
	10,347,537
	▲3.7

	
	うち市町村分
	1,471,532
	1,801,223
	▲18.3
	8,501,975
	8,726,554
	▲2.6


　　(注)１　各欄において、表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない場合がある。
　　　  ２　各年度とも合併算定替数値である。

７　震災復興特別交付税の概要　第18 震災復興特別交付税交付額に関する調
（平成２３年度～令和元年度）参照
本道市町村の交付決定額は、１，７３１千円で、このうち大都市は６３９千円、中核市は１４９　　　千円、その他の都市は２０８千円、町村は７３５千円となっている。　
　　　
○震災復興特別交付税交付決定額
（単位：千円、％）
	区　　　分
	令和元年度
	平成３０年度
	増減額
	増減率

	大都市(札幌市)
	639
	700
	▲61
	▲8.7

	中核市(函館市・旭川市)
	149
	86
	63
	73.3

	都市（３２市）
	208
	1002
	▲794
	▲79.2

	町村(１４４町村)
	735
	677
	58
	8.6

	合　　　計
	1,731
	2,465
	▲734
	▲29.8



（単位：百万円、％）
	区　　　分
	令和元年度
	平成３０年度
	増減額
	増減率

	全国総計
	463,351
	430,144
	33,207
	7.7

	
	うち都道府県分
	265,579
	242,027
	23,552
	9.8

	
	うち市町村分
	197,772
	188,116
	9,656
	5.2


(注)　各欄において、表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない場合がある。
【主な算定項目】
ア　直轄・補助事業に係る地方負担額


３，９９２億円
イ　単独災害復旧事業費




　　１９２億円
ウ　中長期職員派遣・職員採用、風評被害対策費　　　　　
　　３０８億円
エ　地方税等の減収額への補てん　　　　　　　　　 　　　　　３８９億円
　　　　（注）上記のほか、過年度分の交付額の精算（▲２４８億円）がある。
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